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Ａ．研究目的 

１．新型コロナウイルス感染拡大の中で院内移植コ

ーディネーター（院内Co）研修への影響、現状の研

修体制等を調査し、今後の院内Coの研修体制の

確保に向けた検討を行うため。 

２．既存の教科書に臓器移植がどのように取り上げ

られているのを調べることで、学校教育の在り方を

検討するため。 

 

Ｂ．研究方法 

１． 2021年1月現在の全国の都道府県臓器移植コ

ーディネーター（都道府県Co）46都道府県61名に

対し、郵送法による自記式質問紙調査を行った。

主な調査項目は、新型コロナウイルス感染拡大前

／後の院内Co研修会の開催の状況、コロナ禍に

おける都道府県Coと院内Coの関係性の変化であ

った。 

  （倫理面への配慮） 

 回答するか否かは任意で、都道府県臓器移植コ

ーディネーターの評価に関わるものではないこと、

データの保管は厳重に行い、目的外使用はせず、

終了後データを完全に破棄することを説明した。 

個人情報保護の関係上、質問紙の送付は都道府

県臓器移植コーディネーターを管轄する公益社団

法人日本臓器移植ネットワーク（JOT）を経由して行

った。 

２．中学校・高校の学習指導要領、保健体育科の

教科書から臓器移植に関する記述を抽出した。 

 

Ｃ．研究結果 

１. 新型コロナウイルス感染拡大の中での院内Co

研修の状況等に関する調査 

１）回答者の属性 

43都道府県53名の都道府県Coから回答があり、

すべて有効回答であった（回収率87％、有効回答

率100％）。回答者の属性は、臓器バンク所属31名

（58％）、専任47名（89％）、経験年数（中央値）は4

年（1～34年）であった。 

２）院内Coの設置 

 43都道府県中40都道府県（93％）、871施設2,876

名であった。5類型施設においては、455施設1,888

名であった。 

研究要旨： 

１.新型コロナウイルス感染拡大の中で院内移植コーディネーター（院内Co）研修への影響、現状の

研修体制等を調査し、今後の院内 Co の研修体制の確保に向けた検討を行った。46 都道府県 61

名に対し、自記式質問紙調査を行い、43 都道府県 53 名から回収した（回収率 87％）。院内 Co 設

置は 40 都道府県 871 施設 2,876 名、年間の研修会開催数は 2 回が 15 都道府県、3 回 13 都道

府県、毎月開催は 1 都道府県であった。新型コロナウイルス感染拡大後に研修会を中止したのは

30都道府県であった。今後は感染予防策をとったうえで対面開催 18都道府県、オンライン開催 14

都道府県であった。コロナ禍における院内Ｃｏとの関係性の変化は、あっせん時の対応よりも日常的

な対応の方が大きかった。研修会開催数の減少、研修のスタイルの変更、コロナ禍による都道府県

コーディネーターによる病院訪問の減少などから、今後長期的に見て影響が出ることが考えられ

た。 

２.中学校及び高校で、臓器移植に関する教育がどのように行われているのか調査した。中学・高校

の学習指導要領において、「臓器移植」の言葉があったのは、高校の保健体育だけであった。保健

体育教科書の記載内容においては、中学校では本文には記載がなく、1社がコラム欄で取り上げて

いた。高校においても、2 社のうち研究協力者が執筆者である教科書に記載されているのみであっ

た。教科書における臓器移植の記載が少ないことが明らかになった。教科書にいかに記述を取り込

んでいくか、どのように生徒に教えるかが課題である。 
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３）院内Co研修の実態 

 研修の実施主体（主催者）は、臓器バンク31、都

道府県24であった（複数回答）。年間の研修会の開

催数は、2回が最も多く15都道府県、3回13都道府

県、4回4都道府県、5回以上行っているのは8都道

府県、うち毎月行っているのは1都道府県であった。

参加者の職種は、看護師が最多で40都道府県、次

いで医療ソーシャルワーカー32都道府県、事務職

員31都道府県、医師30都道府県であった。開催費

用は、JOT都道府県支援事業費26都道府県、臓器

バンク予算25都道府県であった（複数回答）。研修

内容の企画立案者は、都道府県Coが37都道府県

であり、院内Coや都道府県の臓器移植担当者も入

っているところは少なかった。企画や実施で困難に

感じることは、企画立案が33名、講師の手配23名、

研修の実施15名であった（複数回答）。 

３）コロナ禍における研修の開催 

 2020年度当初の開催予定は例年通りであったも

のの、感染拡大後は研修の中止が30都道府県、延

期が4都道府県で、オンラインで実施したのは10都

道府県であった（複数回答）。 

 今後の開催形式は、感染予防策をとった上で対

面が18都道府県、オンラインが14都道府県であっ

た（複数回答）。 

自由記載から、臓器バンクではオンライン会議シ

ステムの整備ができておらず、研修会の主催者に

なることが難しい、セキュリティ上病院側の参加が

難しいという意見もあった。一方、コロナ禍で研修

開催が制限される反面、新たな形態を考え、地域

で小規模に開催したことから、むしろきめ細やかな

情報共有ができたという都道府県もあった。 

４）全国統一の基本研修プログラム 

 「もしあれば利用する」が33都道府県で、8割以上

を占めた。 

５）コロナ禍の都道府県Coと院内Coの関係性への

影響 

 あっせんに関しては必要な活動でもあり特に大き

な変化はないものの、日常的な病院啓発活動は制

限を強いられ、「良い」が半分に減り、「どちらかとい

えば良くない」が30％近く増えた。また、日常的な

相談対応も「良い」が半分になり、「どちらかといえ

ば良くない」が20％に増えた。 

 自由記載を見ると、現状では関係悪化はないもの

の、対面研修や病院訪問が減少している状況が長

びくと院内Coとのコミュニケーション不足につなが

る懸念が呈された。また、病院そのものがコロナ対

応で精一杯で、臓器提供体制整備の余裕がないこ

とも挙げられていた。 

 

２．中学校・高校における臓器移植の教育内容の

調査 

１）学習指導要領における「臓器移植」という言

葉の記載 

 中学校は、理科、社会（公民）、保健体育、道

徳、技術・家庭（家庭科）、総合的な学習の時間

においては、学習指導要領状記載がないことを

確認した。 

 高校では、理科、社会（倫理）、保健体育（保

健）、家庭科、総合的な探求の時間においては、

保健体育（保健）のみ、記載があった。 

２）中学保健体育科 

体育分野と保健分野に分かれている。授業時数

じゃ、３学年間で体育分野は267単位時間程度、 

保健分野は48単位時間程度である。保健分野の

内容は①健康な生活と疾病の予防、②心身の機

能の発達と心の健康、③傷害の防止、④健康と環

境である。４社ある教科書において、本文での記載

はなく、１社（学研）がコラム欄で取り扱っていた。 

３）高等学校保健体育科 

 小学校、中学校、高等学校の各教科学習指導要

領において、「臓器移植」という言葉が記載されて

いるのは、高等学校学習指導要領保健体育編の

みである。高等学校保健体育科は体育と保健の２

つの科目に分かれている。授業時間は、３学年で、

標準単位は体育が７～８、保健が２（原則として入

学年次及びその次の年次に履修）、保健科の内容

は①現代社会と健康、②安全な社会生活、③生涯

を通じる健康、④健康を支える環境づくりである。２

社ある教科書において、大修館（２種類発刊）はコ

ラム欄、第一学習社は詳しく記載されていた（研究

協力者による執筆）。 

 

Ｄ．考察 

今回の調査により、院内Co研修や都道府県Co
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の日常的な病院啓発活動に対するコロナ禍の影

響があることが明らかになった。対面での研修開催

の中止、病院訪問活動の制限を余儀なくされ、病

院においてもコロナ対応が優先され臓器提供体制

整備の余裕がないことも確認された。今後は、対面。

オンラインなどハイブリッドでの開催が検討されて

いた。 

2011年の東日本大震災後臓器提供数が減った

ことから、大きな自然災害や社会の変化が臓器提

供の体制整備に影響を及ぼすことは想像に難くな

い。コロナ禍の影響も顕著で、2019年の脳死下／

心停止下後の臓器提供数は125件であったのが、

2020年は77件、2021年1～3月期は14件（前年同

時期22件）で、今年の総数のさらなる減少も危惧さ

れる。コロナ禍において、いかに院内Coをはじめと

する病院スタッフとのコミュニケーションをとるかが、

今後の大きな課題である。 

全国統一の基本研修プログラムに対するニーズ

も大きかったことから、特に初任者や基礎知識の習

得に向けて、コロナ禍であることも考慮して、オンラ

イン、EラーニングやVRなどを用いた研修の企画も

今後検討すべきであろう。多くの都道府県でコロナ

禍のため研修会開催を中止した反面、研修のスタ

イルを見直し、地区別開催など小規模開催に変更

したことで、きめ細やかな情報共有になった都道府

県があった。これを機に、従来のスタイルを見直し、

より有効な研修のあり方を見出すきっかけとなる可

能性が示唆された。都道府県間で情報共有し、より

良いやり方を見出す機会とすることが期待される。 

このたび、中学・高校の教科書における臓器移

植の記載が少ないことを確認し、教科書にいかに

取り上げもらえるかが課題であることが判明した。生

徒に対する教育は重要であるが、どのように行えば

いいのかの情報に乏しかったり、教員で実際に取り

組んでいる人も少ないことから、実践している教員

の授業法の情報共有や伝授が今後の課題である。 

 

Ｅ．結論 

 院内Ｃｏに対する研修を含む臓器提供体制整備

は、コロナ禍の影響を受けていた。長期的にみると、

院内Coと都道府県Coのコミュニケーションへの影

響も危惧された。コロナ禍における研修スタイルの

変更がより良い研修のあり方につながった都道府

県もあったことから、従来のスタイルを見直すきっか

けとする可能性が示唆された。 

 学校教育における臓器移植の取り組みはいまだ

少ないことが確認された。実際の授業実践などを

教員間で共有したり、伝授したりすることの必要性

が示唆された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

・ 谷口未佳子,剣持敬,朝居朋子,明石優美,田﨑

あゆみ,中村小百合.腎移植患者の自己管理行

動及び満足度に関連する要因の分析.移植 

2020;55  (3):307-317. 

・ 佐藤毅.21世紀心の時代に いのちの授業  

臓器移植.道徳ジャーナル2020;105:1-3. 

 2.  学会発表 

･ 朝居朋子,田中秀治,三宅康史,横田裕行: 

臓器・組織提供を希望する家族の意思決定支

援.第 56 回日本移植学会総会.2020 年 11 月.

移植 2020;55:222. 

・ 佐藤毅. 第 4回学んで救えるこどもの命 PH ･ 

Japan プロジェクト遠隔配信シリーズセミナー. 

日本小児循環器学会.2020年 11月. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 なし。 
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